　　　　
　
様式第９－１（日本産業規格Ａ列４番）
                                                              番　　　　　　号
                                                              令和　年　月　日


国土交通大臣　殿


                                              　　　　　氏名又は名称
                                             　 　　　　住　　　　所
                                                  　　　代表者氏名    



地域公共交通計画認定申請書



　地域公共交通計画のうち、観光振興事業（地域内観光フィーダー系統）に係る計画を別紙のとおり定めたので、関係書類を添えて申請します。















※本申請書に、記載すべき事項を全て記した地域公共交通計画を添付すること。



様式第９－２（日本産業規格Ａ列４番）
                                                              番　　　　　　号
                                                              令和　年　月　日


　国土交通大臣　殿


                                              　　　　　氏名又は名称
                                             　 　　　　住　　　　所
                                                  　　　代表者氏名    



地域公共交通計画変更認定申請書



　令和　　年　　月　　日付け　　第　　号で国土交通大臣より認定された地域公共交通計画を別紙のとおり変更したいので、関係書類を添えて申請します。


○　変更日


○　変更箇所


○　変更理由






　※本申請書に、変更する事項を全て記した地域公共交通計画を添付すること。
　※「変更理由」は、具体的に記述すること。


様式第９－３（日本産業規格Ａ列４番）
                                                              番　　　　　　号
                                                              令和　年　月　日


　国土交通大臣　殿

                                              　　　　　氏名又は名称
                                             　 　　　　住　　　　所
                                                  　　　代表者氏名    



令和　　年度　観光振興事業費補助金（地域内観光フィーダー系統補助金）交付申請書


　令和　　年度観光振興事業費補助金（地域内観光フィーダー系統補助金）の交付を関係書類を添えて、下記のとおり申請します。

                                      記

１．交付を受けようとする補助金の額
　○地域内観光フィーダー系統補助金
	運行系統数
	補助金の額

	
	千円






様式第９－４（日本産業規格Ａ列４番）
                                                              番　　　　　　号
                                                              令和　年　月　日

　　　　　　　　　　殿

                                             　　　　　 　　国土交通大臣　　
                                                    

令和　年度　観光振興事業費補助金（地域内観光フィーダー系補助金）の交付決定及び
額の確定通知書


　令和　年　月　日付け　第　号で申請のあった「令和　年度観光振興事業費補助金（地域内観光フィーダー系統補助金）」については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号。以下「法｣という。）第６条第１項及び第１５条の規定により、令和　年　月　日付け　第　号をもって国土交通大臣が次のとおり交付することに決定しあわせてその額を確定したので、法第８条及び第１５条の規定により通知する。


１．補助金の交付の対象となる乗合バス事業の運行系統は、令和　年　月　日付け　第　号で申請のあった運行系統のうち申請番号第　号～第　号のものとし、その内容は、交付申請書に記載されたとおりとする。　

２．補助金の確定額は次のとおりとする。
　　○地域内観光フィーダー系統補助金
	運行系統数
	補助金の確定額

	
	千円


　　　
３．補助金の交付を受けた者は、次の条件に従わなければならない。
(1) 交付を受けた補助金については、観光振興の目的に従って、効率的な運用を図ること。
(2) 補助金について収入及び支出に関する帳簿を備え、他の経理と区別して補助金の使途を明らかにしておくこと。
(3) 補助金に関する前項の帳簿とともにその内容を証する書類を整理して、補助対象事業の完了する日の属する年度の終了後５年間保存しておくこと。


様式第９－５（日本産業規格Ａ列４番）
                                                              番　　　　　　号
                                                              令和　年　月　日
　支出官
　国土交通省大臣官房会計課長　殿

                                              　　　　　氏名又は名称
                                             　 　　　　住　　　　所
                                                  　　　代表者氏名   　 


令和　　年度観光振興事業費補助金（地域内観光フィーダー系統補助金）支払請求書


　令和　　年　　月　　日付け　　　第　　号で補助金の額の確定のあった標記補助金について、下記のとおり請求します。


                                      記


　　１．補　助　金　額　　　金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　２．受　　取　　人　　　住　所
        （口座名義） 　　　 氏　名

　　３．振込先金融機関
        及び支店名

　　４．預　金　種　別

　　５．口　座　番　号


※金融機関名及び口座名義にふりがなを入れること。
